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論文 高 強度レディミクストコンクリートの実用化について
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要旨 :高強度レディ
ーミクストヨンクリー トの実用化を目的に,製 造システムの確立と

実構造物を模擁した試験体の強度特性を把握した。さらに,同 種ヨンクリー トの実用化

に向けての問題点を抽出し,そ の対策を講じた。上記の製造システムはシリカフューム

を混入した高強度ヨンクリー トを対象としたものであり,同 種ヨンクリー トの安定的製

造が確認された。また,高 強度ヨンクリー トのかかえる流動性低下や自己収縮増大とい

う問題を,遅 延剤と水和熱抑制剤を用いることで改善した。

キーワー ド:高強度コンクリー ト,低 熱ポル トランドセメント,シ ツカフューム

1 は じめに

近年,都 市部を中心に超高層建築物の建設が

盛んに行われている。要求されるコンクツー ト

の設計基準強度は 100N/mll12以上にも達して

おり,当 該ヨンクリー トの製造や物性評価が行

われている。高強度ヨンクリー トは,温 度履歴

を受ける構造体ヨンクリー トの強度発現を把握

することが重要である。これは,高 強度コンク

リー トが所要の強度を得るために多量の結合材

を必要とし,一 般のマスコンクリー ト以上の温

度履歴を受けることにより,材 齢の経過に伴う

強度増進が標準養生の場合と比較してかなり鈍

るためである。そのために,実 際の構造体ヨン

クリー トを模擬した供試体において強度を測定

した上で,調 日3合設計にフィー ドバックしてい

る。さらには,」lSに適合しない高強度ヨンク

リー トを建築物に使用する場合には,国 土交通

大臣の認定を得ることが必要である。その認定

には,実 際の構造体ヨンクリー トを模擬した部

材のコア供試体またはこれに類する供試体の圧

縮強度と設計基準強度の関係が求められており,

所要の構造体コンクツー ト強度を満足するため

の調・配合設計を明確に示さなければならない。

そのため,上 述の供試体の実験結果に基づき,

合理的な調 配合設計を確立する必要がある。ま

た,設計基準強度が 100N/BIt12近傍のコンクリ

ー トには,フ レッシュ性状の改善などを目的と

してシリカフュームを用いる場合が多く,同 種

のヨンクリー トについては製造面から綿密な検

討を加え,安 定的な供給が求められている。一

方,高 強度ヨンクリー トの物性面においては,

流動性保持や初期ひび割れ抑制対策が不可欠と

なる。

本研究では,高 強度レディーミクス トヨンク

リー トの実用化を目的に,製 造面から物性に至

るまでを実験的に検討した。シリカフュームス

ラリー化システムを実際のレディーミクストコ

ンクリー トエ場に設置して,そ の稼動状況を確

認した。また,実 規模試験体を作製した上で,

温度履歴を受ける構造体コンクリー トの強度発

現を確認し,調お己合設計方法を裏付けるデータ

の収集,整 理を行つた。さらに,流 動性保持や

自己収縮低減について検討した。

2 脱 験概要

21 使 用材料およびコンクリー ト繊 配含

セメントは低熱ポル トランドセメント(以下,

低熱セメン ト)を使用 した。設計基準強度が
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100N/1EII12近傍を目標としたヨンクリー トには

シリカフュームを使用した。シリカフュームは

セメントの重量に対して 10%置 換とし)50%濃

度のスラリーで使用した。その他使用した材料

を表-1に ,コ ンクリー トの調埴己合を表-2

に示す。ヨンクリー トのフレッシュ性状は練上

がり直後のスランプフローが65～80clxlとなる

ように高性能 AE滅 水剤の量で調整した。なお,

本試験は長期にわたるため,各 材料は試験によ

つて大きな品質に変動がないことを確認してお

り,表-1中 の数値は,ッ ト毎の平均値である。

豪-2 コ ンクリー ト瀬 配合

碗
∽

単位畳 (lg/H3)

セメント
シリウフ

ユ I
水 山砂 砕砂 締

材
471 160 562 386 2

30 534 160 531 365 342
【０ 616 160 492 338 342

24 526 53 140 521 356 837

20 630 70 140 462 317 337

16 787 88 140 374 255 337

中に設置し,管 内を流れるスラツーに放射線を

照射させた場合の減衰比とスラリー濃度の関係

を求めることによって,濃 度計としての適用性

を評価した。次に,貯 蔵タンクから圧送される

スラリー濃度の均一性を確認するため,配 管途

中よリスラツーを採取し)JIS A 6207付属書 1

の日形分の定量方法に準じて各試料の濃度を測

定した。最終的にはシステムを稼動し, シリカ

フューム混入高強度ヨンクリー トを製造し,そ

れに要する時間やヨンクリー トの性状から安定

的製造の可否を判断した。

図-1 シ リカフュームスラリー化システム

(2)強度特性の確盟

本試験で作製した実規模試験体は lllの立方

体であり,型 枠には木製合板を使用した。試験

体上面と底面には厚さ20olllの断熱材を設置し,

試験体上下方向の熱移動をおさえ,1迪 角の柱

状構造物を模擬した。ヨンクリー トはシステム

を設置した実機プラン トで製造し,ア ジテー ト

車で運搬後,直 接型枠内に打設した。打設後直

ちに熱電対によって温度を計測し,材 齢 7日 の

脱型の時点でこれを終了した。その後,材齢 28,

91日 で試験体よリヨアを採取し,別1途作製 した

標準養生供試体強度とヨア強度を比較した。こ

れら試験は,環 境温度の変化を把握するため,

打設時の気温が 10℃(冬期),20℃(標準期),30℃

(夏期)程度となる3つの時期に行つた。さらに,

これらを既往の報告 1)に沿つて整理した。

22 嶺 験方法

(1)シリカフュームスラリー化システム構築

シリカフュームスラリー化システムは,シ リ

カフュームスラリーの製造j貯 蔵および濃度管

理の設備を有したものである (図-1参 照)。

同システム構築においては,ま ず初めに濃度管

理を担うセンサーの評価試験を行つた。このセ

ンサーは7線 式密度計であり,測 定対象となる

物質に放射線を照射させ,線 源から検出部に至

るまでの放射線の減衰によつて物質の密度を源J

定するものである。今回はこの密度計を配皆途

表-1 使 用材料

銘柄および産地

低熱よ 小ラント セメント (密度 !324

ンリルェーム (密度1220

君津産山砂 (密度:258

鳥形山産石灰砕砂 (密度 266

岩瀬産硬質砂岩 (密度 265

ホ'カルホン酸塩系高性能 AE滋 水剤

遅延剤 くクカン酸'トルム)

水和熱抑制剤 0口水分解性タン=ツ酸化合物)

ラリー  4 7」と仏
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(3)流動性保持の確滋

流動性保持は,ま ず室内におけるスランプフ

ローの経時変化によつて確認した。表-2に 示

したヨンクリー トは何れも流動性のスランプフ

ローの変化が大きく。これを改善するために微

量の遅延剤 (グルヨン酸ナ トリウム)を 添加 し

た。 この添加率は結合材に対 して 0015～

003%と した。室内 (静置)に おいて,遅 延剤

の効果がfE認された後,実 機製造においての確

認も行つた (アジテー ト携絆)。

(4)自己収縮低減方法の検討

自己取締低減には遅延剤 (グルヨン酸ナ トリ

ウム)と 水和熱抑制剤 〕 (加水分解性タン‐ン

酸化合物)を 用いた。対象としたヨンクリー ト

は表-2中 の ミミ彰 0%の ケースとした。それ

ぞれの添加率は予備実験の結果を踏まえ,結 合

材に対して遅延剤を00625%,水 和熱抑制剤を

05%と した。さらに低減のメカニズムを考察す

るため,水 和収縮率と細孔径分布を調べた。な

お, 自已収縮ひずみ,水 和収縮率の測定方法は

日本ヨンクリー トエ学協会発行の自己収縮研究

委員会報告書に従つて行つた。細子L径分布は水

銀圧入ポロシメータ(測定範囲:40″Ill～2 n lll)

により測定した。

3 試 験結果

31 ス ラリー化システム駒作確盟

シリカフュームスラツー濃度と7線 式密度許

の減衰比 像 源放射 I。[cps],検出部放射 Iと し

た場合の ln(1/10)の関係を図-2に 示す。図―

2よ り,両 者には良好な相関関係があり,濃 度

センサーとして,適 用可能であると思われる。

次に,貯 蔵タンクから圧送されるスラリー濃度

の均一性を確認した。その結果を表-3に 示す。

表-3よ り,ス ラリー濃度の変動は小さく,

」IS A 6207(ヨンクリー ト用シリカフューム)の

固形分規格値内 (±4%以 内)に 十分収まって

いることが分かる。これまでの結果より,シ ス

テムの各機能は製造に関して問題のないことが

確認された。よつて,シ ステムを稼動させ表―

2中 ミミ =20%の コンクリー トを3度 にわたり

製造した。何れも材料投入から排出までに要す

る時間は約 4分 であり,高 性能 AE減 水剤添加

率は結合材に対して 17%で あつた。各回にお

けるコンクリー トのフレッシュ性状および圧縮

強度を表-4に 示す。

表-4 フ レッシュ性状および強度

回

数
″
打∞
ｍ対的
鯨
曇
∽

圧縮強度 (WIIl‐2)

7 日 28日 91日

1 68× 66 9 3 19 353 121 141

2 70× 70 ０
０ 12 380 125 149

3 69× 69 7 1 18 一〇〇〇 119 133

０
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＼
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＼

猿-4よ り,各 国ともフレッシュ性状および

庄繕強度ともに変動は小さいことが分かる。よ

って,シ リカフュームスラリー化システムを採

用することで,高 強度ヨンクリー トの安定的な

製造の目処がついた。
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32 強 度特性の確認
180

標準養生供試体および

コア供試体の圧縮強度試    崎
0

験結果を図-3に 示す。   G“
0

標準期,夏 期では,材 齢   E20

28日の時点では標準養   ≧ Ю。

景曇啓督発信:長言書層   整:十
ないが,材 齢が経つごと   出 40

にその差は大きくなつて     20

いる。冬期では打設後の     0

温度上昇量が小さく (18

～28℃),外 気温も低い

ため,同
一材齢で比較し

た場合,標 準養生強度に

比べてコア強度は小さくなつている。その差は

40N/1111119に及ぶものが存在する (W/B=16%の

場合)。

今回の試験によつて,標 準養生供試体強度と

実規模試験体より採取したコア強度の結果が得

られた。序文で述べたように」IS規格外の高強

度ヨンクリー トの使用申請にあたっては,こ れ

らデータを蓄積し,調増E合設計法を明確にしな

ければならない。そこで,既 往の報告 うにそつ

て, これまでの結果を整理した。その結果を表

は 16  ヽ 34“30■26■24ヽ20拓16  ヽ 34■30,2航 24ヽ2い l Stt

水結合材比

図-3圧 縮強度試験結果

-5に 示す。表-5中 におけるmFは 標準養生

供試体強度,nFは コア強度を示している。こ

の手法 Dは,本 来管理すべき構造体ヨンクリー

ト強度を,標 準養生供試体強度を基準に管理で

きるように,そ れらの差 (ms■lS値 )を 明ら

かにし,設計基準強度に割増すことによって調

配合強「7Fを定めるものである。ここで取り上げ

た手法〕では S値 を式(1)により求めている。

12仏 m‐ An)
mSn=

12An Oみ nヽ
取 +搬 0

注 1)Fq 1 60～ 70N/1E肛2では低熱セルトヘ ス,80～ 100で はシリ"フェ弘混入の調合を基に算定。

注 2)nFEFqinSn■ 2o, た だし, 。=01(Fq■ nSal。

34H Oい 26124ヽ なあ 16ヽ

表-5 限 配合設計一発表

条件
打設

時期

F g

lN7nln21

♂去 ね 切■眺 ♂■ヽ わ 的 + 臥 。S.

い嗣

DF

m嗣

■r/B

(%)Aコ B n h B n

In■28日

■・91 日

標準

６０

７９

８。

９。

１００

252

252

151

151

151

１

１

８

８

８

，

，

３

３

３

４

４

５

５

５

1 3 9

1 3 9

2 1 0

2 1 0

2 1 0

２

２

９

９

９

６

６

４

４

４

３

３

２

２

２

210

167

845

526

207

720

340

106

114

122

375

318

289

251

221

夏

６。

７０

８。

９０

１０。

264

264

176

176
1 7 ●

332

332

260

2 6 0

2 6 0

176

176

167

167

167

３

３

６

６

６

９

９

２

２

２

２

２

３

３

３

125

586

322

256

191

720

340

960

103

120

384

327

251

215

187

久

６。

７。

８。

９。

１０。

167

167

162

162

162

286

286

466

466

466

166

166

123

123

123

2 8 7

2 8 7

6 3 7

6 3 7

6 3 7

016

023

732

326

080

切
開
蜘
‐９８
・２。

383

300

328

264

221
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ここに,IIlは標準養生供試体強度の管理材齢,

nは 構造体コンクリー トの管理材齢,A,Bは

結合材水比と圧縮強度の関係における傾き,切

片,Fqは 設計基準強度 (N/mm2)を 示してい

る。

今回は,一 例として コ=28口 ,ni91日 とし

て調 配合設計法を整理したが,ここで採用した

手法 Dは,任 意の管理材齢における標準養生供

試体強度を実規模試験体のコア強度を実験的に

求めることによつて,それに応じた調増こ合設計

が可能となる。高強度ヨンクリー トの実用化に

あたつては,本 件で収集したような実験データ

が必須であり, さらに合理的かつ高精度な調

配合設計を確立するためには温度による影響を

的確に捉えることが重要であると思われる。

33 流 動性保持の確餌

高強度コンクツー トを使用する建築構造物に

おいては,十 分な耐力を確保するため鉄筋の配

置も過密になると考えられ,施 工においては所

定の流動性を満足していなければならない。そ

こで,今 回対象としたヨンクリー トのスランプ

フローの経時変化を測定し,流 動性保持を確認

するとともに,流 動性保持性能改善の対策を検

討した。この対策は,流 動性低下の原因はセメ

ント間隙質の初期水和によるもの かとし,こ れ

らの反応をコンクリー トの運級時間に相当する

間において抑制する目的として微量の遅延剤を

用いた。遅延剤は間隙質の反応を抑制するのに

効果的でありゆ,こ の分散性を高めるため,練

混ぜ水に遅延剤を溶解し使用した。スランプフ

ロー経時変化の測定結果を図-5に 示す。

図-5よ り,室 内および実機とも微量の遅延

剤を使用することによって,流 動性保持性能が

改善された。なお,遅 延剤の使用によって,凝

結の遅延,初 期強度の低下等デメリットも挙げ

られるが,遅 延剤を使用しないコンクリー トの

凝結始発時間,材 齢 1日の圧縮強度がそれぞれ

7時 間 20分 ,253N/mll12でぁったのに対し,

遅延剤を 003%添 カロした場合では,3時 間 40

分,209N/mxl12でぁった。よつて,若 子の爆結

0          30         60         90

経過時間 (分)

図-5 ス ランプフローの経時変化

遅延や初期強度低下は生じるが,航 型時期を大

幅に遅らせるといつたような弊害を引き起こす

ものでないことが分かつた。この遅延剤の添加

率に関しては,01%ま で増カロさせてみたが,こ

の域まで添加率を増加させると凝結時間は 10

時間程度遅延するため,流 動性保持を目的とし

た場合は,図 -5に 示した添加率の範囲が妥当

と考えられる。

34 自 己収籍低減方法の検討

高強度ヨンクリー トは使用する結合材量が多

いため,自 己収縮ひずみは大きくなると指摘さ

れている )。さらに,今 回の試験のようにシリ

カフュームを結合材の一部として使用すること

で,そ の量が増大する 。。前章で述べた流動性

保持性能の確保とともに高強度レディーミクス

トコンクリー トの実用化にあたっては, 自己収

縮ひずみの低減も一つの解決すべき問題として

捉え,こ こでは, 自己収縮低減方法について検

討した。今回は,自 己収縮に影響を与える要因

の中で,初 期の水和反応形態に着目し,ク リン

カー鉱物の問隙質の反応抑制による自己収縮低

減を試みた。問隙質の反応を抑制するために,

遅延剤 (以下,RTD)と 水和熱抑制剤 (以下,

HCA)を 用い,それぞれを単独で使用した場合,

併用した場合について,両 者とも未使用の場合

と比較した。この結果を図-6に 示す。
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図-6よ り,RTD,HCA何 れも使用しない

場合に比べ,前 記両者の何れかを単独で使用し

た場合に自己収縮ひすみが′1 さヽくなつた。さら

に両者を併用した場合には, より大きな低減効

果が得られた。図-7に 示した水和収縮率の測

定結果から,材 齢初期において RTD,HCAの

有無により水和収縮率の変化が認められ,同 時

期における水和反応形態の変化が考えられる。

つまり,RTDと HCAを 併用した場合,水 和反

応による体積減少が大きな鉱物の反応が抑制さ

れたと思われる。この機構によつて材齢初期で

急激に増加する自己収縮ひずみが低減されたも

のと推察される。更に,細 孔径分布測定 (材齢

7日 )か ら得られた全細孔量と平均細孔径を比

較すると,RTDと HCAを 併用させた場合,

016111ツml,20H血 だったのに対し,両者未使用

の場合は0104111フll11,14nlIIとなり,空 隙構造

がやや祖くなることが確認された。この空隙構

造の変化は, 自己収縮の駆動力となる毛細管張

力を低減したものと推察される。

4 ま とめ

高強度レディーミクス トヨンクツー トの実用

化を目的に検討した結果,以 下の知見を得た。

(1)シ リカフュームスラリー化システムを稼動

させた場合,シ リカフューム混入高強度コ

ンクリー トの安定的製造が確認された。ま

た,同 システム設置した実機プラントで製

造したヨンクリー トを使用し,標 準養生供

試体強度と実規模試験体のコア強度の相違

を明らかにした。

(2)流動性保持確保, 自己収縮ひずみの低減を

図り,高 強度レディーミクス トヨンクリー

トの実用化に向けた問題点を改善した。
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